
１．継続事業の前提に関する注記

・特記事項なし

２．重要な会計方針

　　　　　(１)有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的債券・・・・・償却原価法(定額法)によっている。

　　　　　(2)固定資産の減価償却の方法

・有形固定資産・・・・・定率法によっている。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)については、定額法によっている。

・無形固定資産・・・・・定額法によっている。

　　　　　(3)引当金の計上基準

・退職給付引当金・・・・・従業員の退職給付に備える為、当事業年度末における退職給付債務(簡便

法による期末自己都合退職要支給額)に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額

を計上している。

　　　　　(4)消費税等の会計処理

・税抜処理によっている。

３．会計方針の変更

・該当事項なし

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
(単位：円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

     Ⅰ  基　本　財　産

　　　　　　投資有価証券 55,000,000 0 0 55,000,000

                小　　  計　 55,000,000 0 0 55,000,000

     Ⅱ  特　定　資　産

　　　　　　退職給付引当基金資産 361,213,450 23,068,578 64,231,647 320,050,381

　　　　　　建物等大規模修繕積立資産 140,128,360 30,236,697 7,087,500 163,277,557

                小　　  計　 501,341,810 53,305,275 71,319,147 483,327,938

                合　　  計　 556,341,810 53,305,275 71,319,147 538,327,938

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
(単位：円)

当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対
応する額)

     Ⅰ  基　本　財　産

　　　　　　投資有価証券 55,000,000 ( 10,000,000 ) ( 45,000,000 ) －

                小　　  計　 55,000,000 ( 10,000,000 ) ( 45,000,000 ) －

     Ⅱ  特　定　資　産

　　　　　　退職給付引当基金資産 320,050,381 － ( 0 ) ( 320,050,381 )

科　　　　　　　　目

科　　　　　　　　目

財務諸表に対する注記



　　　　　　建物等大規模修繕積立資産 163,277,557 ( 0 ) ( 163,277,557 ) －

                小　　  計　 483,327,938 ( 0 ) ( 163,277,557 ) ( 320,050,381 )

                合　　  計　 538,327,938 ( 10,000,000 ) ( 208,277,557 ) ( 320,050,381 )

６．担保に供している資産

・該当事項なし

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
(単位：円)

　　　　　　建物

　　　　　　構築物

　　　　　　器具備品

　　　　　　ソウトウェア

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

       債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

　　　　　　行政補完事業未収金

　　　　　　未収金

９．保証債務等の偶発債務

・該当事項なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)

帳簿価額 時　　価 評価損益

　　　　　　国          債 465,000,000 467,068,500 2,068,500

465,000,000 467,068,500 2,068,500

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　　  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円)
補助金等
の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸借対照表上
の記載区分

寄付金 三重県他 10,000,000 0 0 10,000,000 指定正味財産

１２．基金及び代替基金の増減額及びその残高

・該当事項なし

１３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

・該当事項なし

１４．関連当事者との取引の内容

種類及び銘柄

合　　　計

合　　  計　

135,263,580

減価償却累計額科　　　　　　　　目

科　　　　　　　　目

960,856,434

107,614,309

合　　  計　

取得価額

7,511,965

44,597,79683,782,893

当期末残高

458,347,979

17,004,364

1,419,204,413

124,618,673

39,185,097

142,775,545

債権の当期末残高

585,769,842

14,790,436

債権金額
貸倒引当金の当期末

残高

585,769,842 0

14,790,436 0

600,560,278 0

1,242,919,4201,770,381,524 527,462,104

600,560,278



・該当事項なし

１５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

・キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

１６．重要な後発事象

・該当事項なし

１７．その他

・特記事項なし

１．基本財産及び特定資産の明細

・基本財産及び特定資産については、財務諸表の注記に記載しているため、内容の記載を省略している。

２．引当金の明細
(単位：円)

退職給付引当金 296,981,803 23,068,578

当期増加額科　　　目
当期減少額

期首残高

附属明細書

目的使用 その他
期末残高

320,050,381


